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特集　生協産直は酪農の危機を救えるのか？
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農民連が発行するパンフレット

はじめに

　農民運動全国連合会（以下、農民連）は、畜産
農家だけでなく、全ての耕種農家が参入し、農家
の要望を実現することで社会に貢献していきたい
という思いのもと、結成された団体である。農業
を守るための農政を実現していくための社会運動
にも取り組み、その活動は多岐に渡る。本稿では、
幅広く活動を行っている中でも、特に昨今、課題
となっている酪農に焦点を当て、農民連事務局次
長で畜産対策担当の満川暁代氏への取材をとおし
て畜産農家の現状をお伝えしたい１）。

畜産農家の現状

１．輸入飼料前提の政策
　酪農家だけでなく、養豚農家や養鶏農家、全て
の畜産農家が厳しい状況にある。2023 年 2 月 14
日に行われた『酪農・畜産の危機は国民の“食”
の危機！－日本から畜産の灯を消すな！－』（以
下、院内集会）において『酪農家の 7 重苦』とし
て、①生産資材暴騰、②農産物の販売価格の低迷、
③副産物収入の激減、④強制的な減産要請、⑤乳
製品在庫処理の多額の農家負担金、⑥輸入義務で
ないのに続ける大量の乳製品輸入、⑦他国で当た
り前の政策が発動されない、という 7 つの苦悩を
あげている。
　日本の畜産は輸入飼料ありきとして成り立って
いるため、輸入穀物の価格上昇により非常に厳し
い状況が続いている。ではなぜ日本の畜産は輸入
穀物飼料が前提として成り立っているのだろうか。
　満川氏は「日本の農業は、アメリカの余剰農産
物を輸入することを前提に発展させられてきた」
と話す。日本の農業は、アメリカの農産物と競合
しないものを日本でつくる選択的拡大という政策
のもと進んできた。かつては小麦や大豆等の様々
な作物を栽培していたが、それらはアメリカと競
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合するため輸入に頼り、米だけは自国で栽
培するという仕組みが出来上がった。その
中で畜産においても、飼料は海外から安い
価格で輸入し、それに頼った畜産を行う政
策が行われてきた。こうした飼料について
は、穀物飼料だけでなく、牧草飼料も輸入
に頼っている状況にある。そのような状況
下での輸入飼料の高騰は、多くの畜産農家
に非常に大きなダメージを与えている。
　日本の畜産農家も輸入飼料前提で良いと
思っているわけではなく、そのような状況
は生産基盤として非常に脆いため、米を飼
料化させる取り組みをはじめ、少しでも自
給飼料を活用する努力を進めている。自国
の穀物を活かしていきたいという思いがあ
る一方で、これまでは輸入飼料の価格の方
が安いという状況にあった。国産飼料であ

農民運動全国連合会が発行している新聞「農民」の酪農に関する号外

るから低コストで生産が可能になることは
なく、機械や労賃等の問題もあり、そこに
は財政的な支援が必要である。畜産農家自
身のみでどうにかできる問題ではなく、国
の政策がなければ国産飼料の自給は難しい。

２．上がらない乳価
　輸入飼料の価格はウクライナ危機をきっ
かけに上昇した。輸入飼料の依存度は地域
や各畜産農家によって異なるものの、穀物
は 1.5 倍、牧草は 1.8 倍近く上昇し、それ
に加え電気代も上昇している。しかし一方
で乳製品の在庫は溜まっており、本来であ
れば生産費の上昇に併せて乳価も上がらな
ければ成り立たないにも関わらず、在庫が
過剰であるため乳業メーカー等は値上げに
は応じられない姿勢をとっている。
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　一方で牛乳の価格保障制度がある EU
（欧州連合）とアメリカの乳価は 2020 年と
比較して 1.6 倍、1.3 倍と日本の乳価の低
迷とは対照的に、飼料代を上回って上昇し
ている２）。日本では過剰在庫が乳価引き上
げ拒否の理由になっているが、需給緩和は
酪農家の責任ではない。過剰在庫を抱えて
いるにも関わらず、輸入を続けている政策
を見直すべきであると農民連は主張する。
　欧米やアメリカでは、食料は代替の利か
ないものであるため、守っていくのが当前
というのが世論である。日本でも、自国の
農業を守っていくという世論を、大きく声
をあげていかなければならない。満川氏は

「今回の畜産危機問題も、国内の酪農・畜
産を国として守るための補助がなければ解
決できない。消費者の方々にはこれらの後
押しするような声を大きくあげていただき
たい」と訴える。

３．地域経済への影響
　畜産は地域経済にも大きな影響がある。

乳業メーカーをはじめ、農業協同組合、牛
乳を運搬する集乳トレーラーの運転手、農
業機械関連会社、獣医や削蹄師等、関連産
業が多く存在する。しかし、酪農・畜産が
衰退すれば、地域経済を支えているそれら
の産業も衰退し、地域が衰退していく。地
域が衰退していけば人が住めなくなり、農
家も暮らしていけなくなる。酪農・畜産は
食料問題としてだけではなく、地域経済も
支えているため、そうした面からもこの問
題を捉え直すべきである。
　日本で乳製品需要を国産で賄えているの
は 3 分の 2 程度であり、残りは輸入されて
いる。特にチーズ、脱脂粉乳等も大量に輸
入され、ただでさえ積み上がっている在庫
よりも多い量が輸入されている現状にあ
る。その輸入分が減れば、在庫の問題は解
決される。満川氏は「その現状を理解し、
国産のものを守ろうというアクションを起
こしてほしい」と話す。消費者一人一人が
国内のものを購入し、地域で経済を回して
いくことが重要ではないだろうか。

『新聞「農民」』第 1534 号掲載の
「EU・アメリカ並みなら乳価は 140 円以上に」より引用
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消費者に求めること

　満川氏は「予算的な支援を手厚くしてく
ためには、それだけ国民の合意が必要に
なってくる」と話す。また、日本では国か
らの支援や補助を要求することは甘えであ
るという風潮があるという。続けて満川氏
は「消費者の皆さんには日本の農業、酪農、
畜産そのものを大事にしてもらいたい。そ
して、生産者の問題としてではなく、自分
たちの問題として捉えてほしい」と話す。
　このまま日本国内の生産現場が厳しくな
り、日本の農家が生産をやめてしまったら
全て輸入しなくてはならなくなる。様々な
世界情勢の中で、輸入に頼る危険性につい
て、自分の食生活の問題として考え、国内
での食料を増産していくことの大切さをも
う一度考え直す時ではないだろうか。酪農・
畜産問題について、国産の牛乳を飲み続け
られることの意味をもう一度捉え直し、そ
してそれを守るために、国が補助政策を実
施するべきだという声を一緒にあげていく
ことが大事であると話す。
　一方で「院内集会に多くの生協の方が参
加してくださり、乳価を上げることにも賛
成してくださって大きな励ましになった」
という。加えて生協には、消費者団体とし
て国に日本の農業を守るべき、日本の農業
を守る政治に変えていってほしいという声
をどんどんあげて届けていただきたい、畜
産農家を応援するアクションを大きくして
ほしいという願いがあると語った。

今後の課題

　酪農・畜産問題の取り組みの成果として
「ここまで酪農・畜産危機が一般に広がっ

たというのは、やはりやって良かった、や
らなかったら今のこの状況はなかった」と
話し、院内集会やネット署名の結果、酪農・
畜産危機に関しての報道が増え、国民の声
も広がってきた手応えを感じているとい
う。「実態が知られれば知られるほど、「甘
えだ」という声も少なくなり、応援や励ま
しの声が多く、とても心強く思っている。
だからこそ、息長くやっていかなければな
らない。諦めてしまったらそれで終わって
しまうため、大事なのは言い続けることで
ある。消費者・国民の皆さんを信頼して言
い続けなければ変わらない、萎縮してしま
うのではなく、これは国民の食の問題であ
る、ということを訴え続けていくしかない」
と話し、今後は、情報発信の仕方、ソーシャ
ル・ネットワーキング・サービス（SNS）
等の使い方をもっと工夫していきたいと
いう。

おわりに

　物価の高騰により、輸入飼料、輸入製品
の価格が上昇している時だからこそ、自国
生産の重要性を感じ、行動を起こす時では
ないだろうか。輸入されたものを購入して
も、その輸出している国の経済が回るだけ
であるが、自国のものを購入すればその地
域にお金が流れる。自国のものを購入する
頻度を高めれば、地域経済として自分たち
に返ってくる機会をより多くつくることが
できる。まずは酪農・畜産、そして日本農
業の現状、輸入前提の政策の脆さを認識し、
一人の国民としてどう行動していくか、考
え直すべきではないだろうか。急に物事を
大きく変えることは難しいとしても、日々
の一つ一つの行動を変えていくことはでき
る。そしてその行動は決して無駄ではなく、
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声をあげ続け、活動し続けている生産者や
団体の励ましや力へとつながっているので
ある。私たちはそのことを忘れず、日々行
動しなくてはならない。本稿が日本の農業
の現状を知り、行動するきっかけになれば
幸いである。
　最後に、各地域で行っている農民連の
活動において、2022 年 9 月から畜産農家
1 軒 1 軒を訪ね、畜産農家個人要望書３）を
配り、記載された要望書を農林水産省に届
ける取り組みを行っている。同年 11 月末
には、牛等と一緒に農林水産省に出向き、
大きな集会も行った。以下では畜産農家個
人要望書に記載された畜産農家の声の一部
をお伝えしたい。

〇「酪農・畜産を日本から消滅させないた
めにも、維持できる農業予算が必要で

す。一時的でなく、恒久的な支援をお
願いします」

〇「乳価を上げていただくのが、いちばん
話が早く、酪農家はとても助かります」

〇「海外から輸入されるチーズやバターな
どの乳製品を減らし、国産品をもっと
消費してもらえるような仕組み作りに
努めてください。生産調整ではなく、「買
い支え」が可能な流通の仕組みにして
ください」

〇「エサの高騰、素牛価格の上昇、肉の販
売価格の下落が、ここまでひどい状態
で重なったのは初めてだ。なんとか経
営を維持していくための対策をしてほ
しい」

　この度、インタビューに応じてくださり、
農民連の活動内容や酪農・畜産問題につい

畜産農家個人要望書
農民連公式ホームページより引用
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てお話いただいた満川暁代氏には深く感謝
申し上げます。

【農民連の活動情報】
　農民連では来年の農業基本法の改訂に向
けて、農民連としての提言パンフレット

（1 部 100 円、A4 判 20 ページで、2023 年
6 月 23 日発行）を作成しました。農民連
として、今の農業と食糧の危機を乗り越え
ていくために、何が大事で、どのような政
策が必要と考えるかということを、まとめ
た内容となっております。パンフレットに
は、本稿で取り上げた酪農・畜産危機の厳
しい現状の打開に向けた提案も含まれてい
ますので、ご関心のある方は、ぜひ農民連
の HP をご覧ください。 

注
１　本稿の内容は、農民連が発行している機関紙

『農民』の編集、および事務局次長で畜産対策
を担当されている満川暁代氏への取材と、2023
年 2 月 14 日に行われた『酪農・畜産の危機は
国民の“食”の危機！－日本から畜産の灯を消
すな！－』（「農民連 / NOUMINREN Channel」
URL：http://www.nouminren.ne.jp/newspaper.
php?fname=dat/202302/2023022701.htm の内容を
もとに執筆を行った。

２　農民運動全国連合会「EU・アメリカ並みなら乳価
は 140 円以上に」『新聞「農民」第 1534 号（2022 年
12 月 19 日）URL：http://www.nouminren.ne.jp/
newspaper.php?fname=dat/202212/2022121901.
htm 参照。

３　畜産農家個人要望書は農民連のホームページ
（URL：http://ns.kamogawa.ne.jp/~nm-tpc/
chikusan/20221014_chikusan.pdf）上から、閲覧・
ダウンロードが行える。


